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調達機器等仕様書 

 

仕様Ａ（ノートパソコン） 

項目 内容 

本体 ノートブック型 

OS Windows 11 Pro（64bit） 

CPU インテル Core i5-1345U 4.70GHz 以上（同等品可） 

セキュリティチッ

プ 
TPM（TCG v2.0） 

メモリ DDR4-SDRAM 16GB 以上 

ストレージ 暗号化機能付 256GB SSD 

光学ドライブ DVD-ROM ドライブ 

表示機能 15.6 型ワイド FHD（1920×1080 ドット以上） 

通信機能 

 1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T、Remote Power On

（Wake on LAN）機能対応 

 Wi-Fi 6E（2.4Gbps）対応（IEEE802.11ax/ac/a/b/g/n） 

 Bluetooth Smart Ready Ver5.3 

キーボード JIS 標準配列テンキー付キーボード 

マウス USB 光学式マウス 

バッテリー リチウムイオンバッテリ 

電源供給 AC アダプタ 

WEB カメラ HD 解像度（720P）対応カメラ/有効画素数 92 万画素以上 

インターフェース 

 USB Type-C USB3.2 Gen2×1 以上 

 USB Type-A USB3.2 Gen1×3 以上 

 HDMI ポート×1 以上 

 入出力共用ヘッドフォン/ヘッドフォンマイクジャック×1 

 RJ45LAN コネクタ×1 

リカバリメディア 再セットアップ用ディスク 1 セット 

保障 
 1 年間のメーカー保証 

 機器の初期不良等については誠意をもって対応すること 
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環境配慮 

 省エネ法に基づくエネルギー消費効率について、省エネ基

準達成率が AAA の製品であること 

 国際エネルギースタープログラム適合製品であること 

 グリーン購入法適合製品であること 

 PC グリーンラベル制度の審査基準（Ver.14）を満たしてい

る製品であること 

 エコマーク認定取得製品であること 

その他 

 全て新品であること 

 全て同一機種の同一型番であること 

 製造会社において、官公庁・自治体向けとして製造・販売

されている製品であること 

 付属する添付品は最小限にすること 

 ワイヤーロック等で端末本体の盗難防止が可能であること 

 

仕様Ｂ（液晶ディスプレイ） 

項目 内容 

表示機能 16：9、23.8 インチ以上、FHD（1920×1080 ドット以上） 

インターフェース 

 HDMI ポート×1 以上 

 USB Type-C ポート×1 以上 

 入出力共用ヘッドフォン/ヘッドフォンマイクジャック×

1 以上 

保障 1 年間のメーカー保証 

その他 

 仕様Ａの機器と接続した際に拡張ディスプレイとして機

能すること 

 HDMI ケーブルが付属されていない場合、別途ケーブルの

費用を見積もりに含めること。 
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仕様Ｃ（タブレットパソコン） 

項目 内容 

本体 Microsoft Surface Pro Copilot+PC Intel 

OS Windows 11 Pro（64bit） 

CPU インテル Core Ultra 5 プロセッサ 236V 

メモリ LPDDR5x 16GB 

ストレージ 256GB SSD 

表示機能 13 型 LCD ディスプレイ 

保障 

 標準保証の契約を行うこと。 

※通常利用時での故障を範囲とし、水漏れ、落下、過充電

などによる故障は本保障の対象外とする。 

 期間は、2 年目から 5 年目（4 年間）とすること。 

※1 年目は、標準 1 年保証を利用する想定。 

アクセサリー 

 Surface Pro キーボードとスリムペン（台数分） 

 Surface アークマウス（台数分） 

 Surface USB4 ドック（2 台） 

その他 
 全て新品であること 

 全て同一機種の同一型番であること 

 

仕様 D（ソフトウェア） 

項目 内容 

Office 製品 Microsofot Office LTSC Standard 2024 

ディスクイメージン

グ 

ソフト 

ActiveImage Deploy USB Plus for Desktop 

本ソフトで利用する USB3.0 以上、64GB 以上の USB メモリ

も合わせて調達すること 

その他 

 調達するソフトウェア等は、日本語版であること。ただし、

日本語版が提供されていない場合は、この限りではない 

 公共機関向けのライセンスプログラムがある場合は利用

すること 

 


